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●農林水産物・食品の輸出額につき、１兆円水準とすることが目標。
●近年の輸出は、円高や平成23年3月の原発事故の影響などにより、落ち込みが生じていたが、平成25年は、
昭和30年に輸出額の統計を取り始めて以来の最高値となった。本年も1～9月期で9.7%増と堅調に伸びている。

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

出典：日本銀行「基準外国為替相場」

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年（9月）
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為替レート
（円／ドル）

農林水産物・食品の輸出額の推移
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原発事故による諸外国の食品等の輸入規制の動き

我が国の主な輸出先国・地域においては、原発事故に伴い、福島県他の一定地域からの日本産農林水産物・
食品の輸入規制を維持、強化（韓国）。

現在、香港、台湾、中国及び韓国に対し、重点的に規制撤廃を申し入れ中。

○主な輸出先国の輸入停止措置の例 (平成26年11月11日現在)

輸出先国・地域

輸出額
(平成25年）
※括弧内は
輸出額に占
める割合

輸入停止措置対象県 輸入停止品目

香港
1,250億円
（23%）

福島、茨城、栃木、群馬、千葉 野菜・果実、牛乳、乳飲料、粉ミルク

米国
819億円
（16%）

日本国内で出荷制限措置がとられた都県 日本国内で出荷制限措置がとられた品目

台湾
735億円
(13%)

福島、茨城、栃木、群馬、千葉 全ての食品

中国
508億円
（9%)

宮城、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、
東京、新潟、長野

全ての食品、飼料

韓国
373億円
(7%)

日本国内で出荷制限措置がとられた都県 日本国内で出荷制限措置がとられた品目

青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、
千葉

全ての水産物

(*) 中国については、「10都県以外」の「野菜、果実、乳、茶葉等」については、放射性物質検査証明書の添付による輸入が認められているが、
証明書の様式が合意されていないため実質上輸入停止。 ３
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【原子力災害に伴う諸外閣の輸入規制に係る輸出証明書の発給体制の整備に伴う増】

と↓乙素l士、本会の五五常につきまして、格別の御＞:l'.Jli'i'.と御
1協）Jを賜り、胃く御礼申し上げ三寸u

本会では、 7月 19日、 20日開催の’令同知事会議に

おきまして、日Jj添の「平成25年度出の施策並びに予慨

に関寸る提案・要崇」を決議いたしました。

平成25年度

国におかれましては、これら提案・要崇の，［:JgF雪を踏ま
え、今後の予算編成及び施策の隈開に治たり、特l段の
御配慮をII易りま寸ょう、よろしくお願い申し上げます c

国の施策並びに予算に関する提案・要望

"IL'成24年7刀
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全国知事会

会長 111問
ギ成24+1二7）~ 2 0円
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長方形



８

また、 Tpp  （環太平洋パー トナーシッブ〉協定交渉については、農

林水産分野のみならず、国民生；舌のあらゆる分野に大きな彬告？を与える

ことが強〈 懸念されることから、国民への4官級開示に努め、十分な国民

的1甚指を行うとともに．国民合拡を得たよで交渉参加の可否を判断する
こと．

r 

( 1 0）東京電力福島第一原平力発'iE:F斤Z匹敵の先生による農産物等の安全性
の問幽について、特に以下の対貨を早急に講じること。

・地方公共団体や関係同体等が実施する鹿祢水産物の放射性物質検査

に係る機ま号機器の益備等について、全面的な~綴を行うこと e

－放射性物質により汚染された主犯等の除染手迅露に行うこと b

－農林水産物に使用する資材の放射怜物質に関する基準が各省斤から

示されているが、そのJ'Jt合性が取れていないことなどの問題がある

ため‘統一的な考え方を示すなど必要な指訟を概じること。

・食品中の放射性物質にI謝する新基準値に闘し‘国民の理解促進を図
ること．また、国産農林水政物の安全性について、囲内外への情報

発信を務者E的に行うなど‘風鮮の払しょくに努めるとともに、地域
の取絡に対して

・国産食晶に対する輸入規制に対し、適切に対応すること。また、 車自

凶証明書の発行など．輸出に関浪する業署員！立．閣が食伎を持って行

うこと．

( 1 1 ）朱~1!\i墨伝子組投え農作物については、園の克任において、国内で

毅緩や流通することがないよう厳重な検査を行うなど、国肉俊入防止対

策を強化すること約

(, 2）燃油価格・肥料怖格やi!C合飼料価絡が長期にわたり高浪し、農家の実

質At.!lが地J旧していることから、生産資材の｛置絡変動に左右されない安定
した農業経醤のIt立に向けた資材の効率的な利用・低コスト化への取組へ

の支滋や、 i2合飼料価格安定事IJJ支を拡充 ・強化すること．

2 林業の振興について

( 1 ）蒜林鐙備や木材科用などの森林吸収j原対策は‘地J:Ui.Uf化対策の2要
な柱であるため、『地球；，¥'I,暖化対策のための税」の使途に加えるなど、

必要な財源の破保を図るとともに、税収を地方公共団体に重点的に配分

して‘地織の主体的な取組を支j~すること ．

- 1~'0 -

【原子力災害に伴う諸が司の輸入規制に係る輸出証明書の発給体制の整備に伴う増】

yukino_yamakami
長方形



輸出証明書の発行に関する業務の流れ

事 業 者

農林水産省

①質問 ②回答 ③申請
⑤証明書

送付

放射性物質検査機関

事業者からの相談対応 申請書受領 申請書審査

④必要に応じて修
正・追加書類要求

証明書
作成

決
裁

証明書
発行

①検体提供
②検査結果

送付

放射性物質検査証明書

①根拠書類の
提出依頼

②根拠書類
の提出

産地証明書

製造業者等

9
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課
）

【
新
潟
県
・
富
山
県
・
石
川
県
・
福
井
県
】

076-232-4233
076-234-3076

東
海
農
政
局
（
経
営
・
事
業
支
援
部

 事
業
戦
略
課
） 

 
【
岐
阜
県
・
愛
知
県
・
三
重
県
】

052-715-3073
052-211-6359

近
畿
農
政
局
（
経
営
・
事
業
支
援
部

 事
業
戦
略
課
）

【
滋
賀
県
・
京
都
府
・
奈
良
県
・
和
歌
山
県
】

075-451-9161(内
線

2746) 
075-414-7345

 
 
近
畿
農
政
局

 大
阪
地
域
セ
ン
タ
ー
 
 

【
大
阪
府
】

06-6941-9064
06-6943-9699

 
 
近
畿
農
政
局

 神
戸
地
域
セ
ン
タ
ー
 
 

【
兵
庫
県
】

078-331-9950
078-331-2550

中
国
四
国
農
政
局
（
経
営
・
事
業
支
援
部

 事
業
戦
略
課
）

【
鳥
取
県
・
島
根
県
・
岡
山
県
・
広
島
県
・
山
口
県
・
徳
島
県
・
香
川
県
・
愛
媛
県
・
高
知
県
】

086-224-9415
086-224-7713

九
州
農
政
局
（
経
営
・
事
業
支
援
部

 事
業
戦
略
課
）

【
佐
賀
県
・
長
崎
県
・
熊
本
県
・
大
分
県
・
宮
崎
県
・
鹿
児
島
県
】

096-211-9334
096-211-9825

 
 
九
州
農
政
局

 福
岡
地
域
セ
ン
タ
ー
 
 

【
福
岡
県
】

092-271-5598
092-291-7282

沖
縄
総
合
事
務
局
（
農
林
水
産
部
 
食
品
・
環
境
課
）

【
沖
縄
県
】

098-866-1673
098-860-1179

＊
 
中
国
向
け
に
つ
い
て
は
、
輸
出
品
の
生
産
地
又
は
加
工
地
を
管
轄
す
る
地
方
農
政
局
等
に
申
請
く
だ
さ
い
。

＊
 
香
港
向
け
に
つ
い
て
は
、
福
島
県
の
輸
出
品
は
東
北
農
政
局
へ
、
群
馬
県
・
茨
城
県
・
栃
木
県
・
千
葉
県
の
輸
出
品
は
関
東
農
政
局
へ
申
請
く
だ
さ
い
。

＊
 
こ
の
他
、
県
庁
所
在
地
に
あ
る
各
地
域
セ
ン
タ
ー
で
も
申
請
書
類
の
提
出
の
み
受
け
付
け
ま
す
。
た
だ
し
、
発
行
業
務
は
上
記
申
請
窓
口
で
行
い
ま

す
の
で
、
内
容
に
つ
い
て
の
問
合
せ
に
は
応
じ
ら
れ
な
い
こ
と
、
証
明
書
の
発
行
に
は
、
通
常
よ
り
日
数
を
要
す
る
こ
と
を
御
了
承
く
だ
さ
い
。

な
お
、
詳
細
に
つ
い
て
は
、
上
記
申
請
窓
口
及
び
各
地
方
農
政
局
等
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
利
用
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

１０



諸
外

国
向

け
水

産
物

の
輸

出
に

関
す

る
証

明
書

の
発

行
に

つ
い

て
申

請
窓

口
一

覧

電
話

番
号

E
U

向
け

ｼ
ﾝ
ｶ
ﾞﾎ

ﾟｰ
ﾙ

向
け

韓
国

向
け

ﾏ
ﾚ
ｰ

ｼ
ｱ

向
け

タ
イ

向
け

中
国

向
け

ブ
ラ

ジ
ル

向
け

そ
の

他
各

国
向

け
備

　
考

水
産

庁
漁

政
部

加
工

流
通

課
0
3
-
3
5
0
1
-
1
9
6
1

○
○

○
○

○
○

○
○

北
海

道
水

産
林

務
部

水
産

局
水

産
経

営
課

0
1
1
-
2
0
4
-
5
4
6
6

－
－

○
－

－
○

－
－

・
道

内
水

揚
品

・
道

内
加

工
品

石
川

農
林

水
産

部
生

産
流

通
課

0
7
6
-
2
2
5
-
1
6
2
1

－
○

○
○

○
－

－
○

県
内

沿
岸

で
採

捕
、

水
揚

げ
、

加
工

さ
れ

た
も

の
の

み

三
重

農
林

水
産

部
水

産
資

源
課

0
5
9
-
2
2
4
-
2
5
1
5

-
○

○
○

○
－

－
○

県
内

水
揚

げ
又

は
県

内
で

の
最

終
加

工
品

和
歌

山
農

林
水

産
部

水
産

局
水

産
振

興
課

0
7
3
-
4
4
1
-
3
0
0
0

－
○

○
○

○
－

○
○

・
放

射
能

検
査

結
果

に
つ

い
て

の
証

明
は

予
定

な
し

・
輸

出
業

者
の

所
在

地
等

に
よ

り
対

応
で

き
な

い
場

合
あ

り
・
鮮

魚
：
県

内
水

揚
げ

、
加

工
品

：
県

内
で

の
最

終
加

工
品

の
み

農
林

水
産

部
水

産
振

興
局

水
産

課
0
8
5
7
-
2
6
-
7
3
1
3

－
－

○
－

－
－

－
－

県
内

水
揚

げ
、

県
内

で
の

最
終

加
工

品
又

は
県

内
の

港
湾

（
島

根
県

側
の

境
港

を
含

む
）
か

ら
輸

出
さ

れ
る

も
の

農
林

水
産

部
水

産
振

興
局

境
港

水
産

事
務

所
0
8
5
9
-
4
2
-
3
1
6
7

－
－

○
－

－
－

－
－

県
内

水
揚

げ
、

県
内

で
の

最
終

加
工

品
又

は
県

内
の

港
湾

（
島

根
県

側
の

境
港

を
含

む
）
か

ら
輸

出
さ

れ
る

も
の

山
口

（
流

通
企

画
室

）
下

関
水

産
振

興
局

柳
井

水
産

事
務

所
防

府
水

産
事

務
所

萩
水

産
事

務
所

（
0
8
3
-
9
3
3
-
3
5
5
6
）

下
関

　
 0

8
3
-
2
6
6
-
2
1
4
1

柳
井

　
 0

8
2
0
-
2
2
-
0
7
4
0

防
府

　
 0

8
3
5
-
2
2
-
1
5
0
6

萩
　

    0
8
3
8
-
2
5
-
3
3
7
7

－
－

○
－

－
－

－
－

・
県

内
水

揚
げ

の
活

魚
・
鮮

魚
の

み

香
川

農
政

水
産

部
水

産
課

0
8
7
-
8
3
2
-
3
4
7
1

－
○

－
－

－
－

－
－

愛
媛

農
林

水
産

部
水

産
局

漁
政

課
0
8
9
-
9
1
2
-
2
6
0
6

－
○

○
○

○
○

－
○

高
知

水
産

振
興

部
　

合
併

・
流

通
支

援
課

0
8
8
-
8
2
1
-
4
5
5
7

－
－

○
－

－
－

－
－

（
申

請
者

）
１

 高
知

県
内

で
水

揚
げ

さ
れ

た
水

産
動

物
及

び
藻

類
を

販
売

・
輸

出
す

る
事

業
者

２
 高

知
県

内
で

最
終

的
な

加
工

作
業

を
行

っ
た

水
産

加
工

品
を

販
売

・
輸

出
す

る
事

業
者

福
岡

農
林

水
産

部
水

産
局

水
産

振
興

課
0
9
2
-
6
4
3
-
3
5
6
1

－
○

○
○

○
－

－
－

県
内

で
水

揚
げ

さ
れ

た
水

産
物

又
は

最
終

加
工

地
が

県
内

で
あ

る
加

工
品

佐
賀

農
林

水
産

商
工

本
部

流
通

課
0
9
5
2
-
2
5
-
7
0
9
4

－
○

○
○

○
－

○
○

県
内

水
揚

げ
又

は
最

終
加

工
に

関
す

る
緊

急
の

要
望

に
つ

い
て

対
応

長
崎

水
産

部
水

産
加

工
・
流

通
室

0
9
5
-
8
9
5
-
2
8
7
1

○
○

○
○

○
○

○
○

県
内

水
揚

げ
品

・
県

内
加

工
品

※
他

地
域

産
の

も
の

を
含

む
場

合
も

対
応

熊
本

農
林

水
産

部
流

通
企

画
課

0
9
6
-
3
3
3
-
2
3
9
5

－
○

○
○

○
－

○
－

県
内

水
揚

げ
又

は
県

内
加

工
品

大
分

農
林

水
産

部
漁

業
管

理
課

0
9
7
-
5
0
6
-
3
9
1
5

○
○

○
○

○
－

○
○

県
内

水
揚

げ
又

は
県

内
加

工
品

を
漁

協
組

合
員

で
あ

る
県

内
業

者
が

申
請

す
る

場
合

鹿
児

島
商

工
労

働
水

産
部

水
産

振
興

課
0
9
9
-
2
8
6
-
3
4
3
5

－
○

○
○

○
－

○
※

２
県

内
水

揚
げ

又
は

県
内

加
工

品

沖
縄

農
林

水
産

部
水

産
課

0
9
8
-
8
6
6
-
2
3
0
0

－
○

○
○

○
－

○
※

２
県

内
水

揚
げ

又
は

県
内

加
工

品

※
１

　
現

在
検

討
中

の
都

道
府

県
も

あ
り

ま
す

の
で

、
今

後
増

加
す

る
可

能
性

が
あ

り
ま

す
※

２
　

個
別

相
談

申
請

窓
口

鳥
取

１１




